
事例２：福島県喜多方市

空き家バンクへの登録申請の際に、当該空き家の調査に必要な書類として、家屋図面の交付及び土地・家屋課税台
帳兼名寄帳の交付を受けることについての委任状を取得している。

人口 49,377人

世帯数 16,752世帯

住宅数 20,190戸

空き家数
(その他の住宅)

2,640戸

担当部署 建設部都市整備課

連携部署 －

外部の連携先
福島県宅建協会喜多
方支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料

【委任状の様式】
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空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例



事例３：茨城県龍ケ崎市

所有者と一定の関係性を構築した後に、空家バンク制度を紹介している。
空家バンクへの登録申請の際に、固定資産課税台帳情報の利活用の同意及び宅地建物取引業協会への情報提供
の同意を一度に取得している。

【空き家バンクの運営体制】

人口 78,342人

世帯数 30,472世帯

住宅数 35,740戸

空き家数
(その他の住宅)

1,780戸

担当部署
市民生活部生活安全
課空家対策室

連携部署 －

外部の連携先
公益社団法人茨城県
宅地建物取引業協会
牛久・竜ケ崎支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年
国勢調査」、住宅数・空き家数は総
務省「平成30年住宅・土地統計調
査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料

42

空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例



事例３：茨城県龍ケ崎市

【登録申し込みに当たっての同意書】■関連資料 【空家等登録カード（空家用）】
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空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例



事例４：熊本県荒尾市

空家バンクへの登録申請の際に、所有者に説明し、固定資産公課証明書の交付を委任状を取得している。家屋所有
者が近隣在住ではない場合が多く、来庁が困難な場合も多いため、委任状を用い固定資産公課証明書を取得している。
空家バンク登録のための家屋調査時に所有者に固定資産公課証明書の確認してもらい、不動産業者への提供につい
ての許可をとり、所有者の前で連携する不動産業者に証明書を渡している。

人口 53,407人

世帯数 20,910世帯

住宅数 24,720戸

空き家数
(その他の住宅)

2,250戸

担当部署
産業建築部
建築住宅課

連携部署
市民環境部
税務課課

外部の連携先
熊本県宅建協会
荒尾支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料
【委任状の様式】

荒 建 住 号 外   

令和  年   月   日   

税務課長 様 

 

荒尾市建築住宅課       

課長           

 

  固定資産公課証明書の交付について（依頼） 

 

 このことについて、荒尾市空家バンク事業による物件調査に必要なため、下記の物件におけ

る公課証明書の交付をお願いします。 

 

記 

 

No. 種 類 物 件 の 所 在 所 有 者 

1 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

2 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

3 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

 

荒尾市建築住宅課 担当：      （内線 209）    

 

 

委  任  状 

 

  

【代理人】  住 所    荒尾市宮内出目３９０番地                

       氏 名    荒尾市建築住宅課          ㊞         

 

 私は上記の者を代理人と定め、固定資産公課証明書の交付申請並びに受領する権限を委任します。 

 

                        令和   年   月   日 

 

【委任者】  住 所                                     

 

       氏 名                        ㊞  （関係：    ） 
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空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例
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・空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

・補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者
の同意を得るための取組事例集



事例５：兵庫県三木市

解体補助金の申請書に、税務部局等といった関係機関への照会についての同意文を記載することで固定資産課税台
帳情報の利用の同意を取得し、配置図、面積等の情報について取得している。

補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

人口 77,178人

世帯数 28,653世帯

住宅数 32,700戸

空き家数
(その他の住宅)

2,530戸

担当部署
市民生活部
生活環境課

連携部署 総務部税務課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料 【解体補助金の申請様式】
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